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民事再生手続き開始の申立てに関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 23 年 9 月 26 日の臨時取締役会において、民事再生手続き開始の申立てを行うことにつ

いて決議し、直ちに仙台地方裁判所に申し立てを行い、同日受理され、直ちに同裁判所より弁済禁止の

保全命令及び監督命令が発令されましたので、お知らせいたします。このような事態となりましたこと

について、株主及び債権者の皆様、その他当社関係者の皆様に対して、取締役一同、伏してお詫び申し

上げます。 

 

 

1．申立ての経緯及び理由 

 

当社は、平成 4 年に設立され、当初は分譲マンションの販売代理事業を行っておりましたが、平成 7

年には分譲マンションの開発及び販売事業に参入し、東北 6 県の地方衛星都市を中心に分譲マンション

の供給エリアを順調に拡大し、平成 14 年 12 月には株式を店頭公開いたしました。平成 16 年には賃貸用

マンションや商業施設を開発して不動産ファンド等の機関投資家に一括売却する不動産流動化事業に進

出し、同年、東京証券取引所市場第二部に上場、平成 18 年には東京証券取引所市場第一部に指定され、

平成 19 年度決算においては、売上は 700 億円を超え、営業利益は 62 億円を超えるまでに業績を伸ばし

てまいりました。 

 

しかし、不動産開発業の性質上、売上の上昇と同時に有利子負債も増加してまいりました。平成 20 年

秋ごろから、いわゆるサブプライムローン問題が発端といわれております金融市場の混乱が拡大し、米

国の巨大名門投資銀行が破綻するような事態も発生したことから、当社も進出しておりました不動産流

動化市場は極めて深刻な信用伸縮の影響を受けることとなりました。この信用収縮により、当社が保有

しておりました不動産の価値は著しく下落し、会計上の評価損の計上もあり、資産と負債のバランスが

急激に悪化しました。同時に、投下資金の回収に著しい支障をきたすようになり、当社の資金繰りは急

激に悪化いたしました。 
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このように当社の財務体質が著しく悪化したことにより金融機関の融資姿勢が厳格化し、不動産開発

のために必要な資金を調達することが困難となりました。当社は、このような大変厳しい環境に臆する

ことなく、上場維持を前提とした経営再建に取り組んでまいりました。経営再建に向けての取り組みと

いたしましては、まず、平成 21 年 5月以降、金融機関のご理解ご協力により、元本返済猶予を中心とし

た返済条件の緩和について必要に応じてご承諾いただき、次に、負債の圧縮のために担保資産を売却し、

自己資金を必要としない販売代理業の拡大に努め、利益率改善のために経費削減に鋭意取り組んでまい

りました。 

 

平成 22 年 5月には、純資産比率が悪化している状況において債権額に満たない価額にて担保資産を売

却したことにより、一時的に債務超過となりましたが、債権残余部分の譲受債権者となった第三者から

当社が額面以下で買入れ、消却することにより特別利益を計上し、債務超過を解消いたしました。以後、

4 回にわたり、同様の担保資産処分を行うことにより 2010 年度においては 40 億円以上の特別利益を計

上し、負債の圧縮と債務超過回避の努力を重ねてまいりました。 

 

このように当社は自助努力に邁進し自主再建を目指しましたが、当社の有利子負債は現時点において

いまだに 240 億円以上残っており、さらなる返済猶予に必要な事業計画を策定するにあたり、有意な額

の新規融資等を当該事業計画に組み入れずに、計画達成についての合理的根拠を示すことは極めて難し

いと判断いたしました。このような状況下において、平成 23 年 10 月以降、さらなる返済猶予の承諾を

得ることは極めて難しいと判断し、本申し立てに至った次第です。 

 

 

2．申立ての概要 

 

（1）申立日 平成 23 年 9月 26 日 

（2）管轄裁判所 仙台地方裁判所 

（3）事件番号 平成 23 年（再） 第 1号  

（4）申立代理人 〒100-0011 東京都千代田区内幸町 1-2-2 日比谷ダイビル 12 階 

ときわ法律事務所 

TEL 03-3596-0260  FAX 03-3596-0261 

 弁護士 綾 克 己  

 同 宇 留 賀 俊 介  

 同 清 水 匡 輔  

 同 畠 山 洋 二  

 同 松 村 健 太 郎  

（5）監督委員 斉藤 睦男 弁護士 

  

  

  

3．負債総額 

 

約 24,888 百万円 （平成 23 年 7 月末日現在） 
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4．証券取引所規則に規定する再建計画等の審査に係る申請の有無 

 

有価証券上場規程第 605 条第 1 項に規定する再建計画等の審査に係る申請については、行わない予定

であります。したがいまして、当社株式は、東京証券取引所が定める規程により、所定の期間を経た後

に、上場廃止となる見込みであります。 

 

 

5．今後の見通し 

 

 今後につきましては、裁判所等の監督の下、お取引先様、お客様の皆様をはじめとする関係各位のご

支援ご協力を賜りながら、事業の再建に向けて、役職員一同全力を尽くしてまいる所存です。 

 

 

6．債権者説明会等について 

 

 以下のとおり、債権者説明会を開催する予定です。 

 

日時：平成 23 年 10 月 3日 月曜日 午後 1時 30 分～ 

会場：仙台国際ホテル   （宮城県仙台市青葉区中央 4-6-1）   4 階 広瀬の間 

 

（注）債権者向けの説明会でありますので、債権を保有しておられない株主の方及び報道機関の方の入

場はご遠慮ください。 

 

 

7. 添付資料 

 

（ご参考） 当社の現況 1 ページ 

 

 

以上 
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（ご参考）当社の現況 

 

（1） 名称 株式会社サンシティ 

（2） 所在地 
仙台市青葉区一番町四丁目 6番 1号 仙台第一生命タワービル 12 階 

登記上本店：東京都中央区八丁堀一丁目 5番 1号 

（3） 役員の状況 

代表取締役社長 

専 務 取 締 役 

常 務 取 締 役 

取 締 役 

米川 淳  最高経営責任者・CEO 

中村 誠二 東京支社長 

阿部 尚史 盛岡支店長 

中井 唯雄 経営企画担当 

（4） 事業内容 宅地建物取引業、不動産の売買・賃貸・仲介・斡旋及び管理業務 

（5） 資本金 7,510 百万円   （百万円以下は切り捨てております） 

（6） 設立年月 平成 4年 2月 

（7） 大株主及び持株比率 

小出 泰啓 

星山 泰洙 

株式会社ティワイコーポレーション 

日本証券金融株式会社 

サンシティ取引先持株会 

大村 佐智子 

岡村 和則 

海老原 九州男 

サンシティ従業員持株会 

野村証券株式会社 

76,313 株 

24,465 株

13,900 株 

8,806 株 

6,571 株 

5,386 株 

4,720 株 

4,671 株 

4,499 株 

4,044 株 

14.18% 

4.54% 

2.58% 

1.63% 

1.22% 

1.00% 

0.87% 

0.86% 

0.83% 

0.75% 

（8） 株主総数 9,673 人 （平成 23 年 5月末日時点） 

（9） 株式の状況 普通株式 537,964 株 

（10） 従業員数 （連結）129 名 

（11） 労働組合 該当事項はございません。 

（12） 負債総額 約 24,888 百万円 （平成 23 年 7月末日時点） 

 

（13） 最近 5年間の連結経営成績及び連結財務状態 

決算期（12 月） 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 

連 結 純 資 産 20,585 百万円 21,239 百万円 6,953 百万円 519 百万円 346 百万円 

連 結 総 資 産 60,945 百万円 79,882 百万円 59,121 百万円 40,499 百万円 24,832 百万円 

1 株 当 た り 連 結 純 資 産 38,352 円 41,606 円 13,604 円 1,015 円 678 円 

連 結 売 上 高 43,747 百万円 69,591 百万円 33,803 百万円 19,964 百万円 15,164 百万円 

連 結 営 業 利 益 4,131 百万円 6,272 百万円 ▲1,273 百万円 ▲5,205 百万円 ▲1,408 百万円 

連 結 経 常 利 益 3,557 百万円 5,245 百万円 ▲2,275 百万円 ▲5,990 百万円 ▲2,064 百万円 

連 結 当 期 純 利 益 2,066 百万円 2,934 百万円 ▲13,638 百万円 ▲6,443 百万円 ▲176 百万円 

1 株当たり連結当期純利益 4,570 円 5,505 円 ▲26,691 円 ▲12,607 円 ▲346 円 

1 株 当 た り 配 当 金 1,700 円 1,300 円 - - - 

(注)百万円以下及び 1円以下は切り捨てております。 

 


